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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。 

（店舗販売事業） 

当第１四半期連結累計期間より、株式を取得した㈱マイムを連結の範囲に含めております。 

（プロパティ事業） 

当第１四半期連結累計期間より、新たに設立したLABB CAPITAL LLCを連結の範囲に含めております。 

  

回次 
第40期 

第１四半期 
連結累計期間 

第41期 
第１四半期 
連結累計期間 

第40期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 34,044 37,193 131,742 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 2,369 △1,377 7,105 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益又は 
親会社株主に帰属する 
四半期純損失(△) 

(百万円) 1,567 △1,084 3,544 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,731 △2,292 2,075 

純資産額 (百万円) 80,712 77,848 80,646 

総資産額 (百万円) 157,837 167,960 161,055 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額又は 
四半期純損失金額(△) 

(円) 16.12 △11.16 36.45 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 50.9 46.0 49.8 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、円高や株安を受け景気は足踏み状態が続いております。また、個人

消費についても雇用環境が改善しているものの弱含みで推移しております。 

このような環境下におきまして、当社グループは引き続きポートフォリオ経営の強化に取り組んで参りました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は37,193百万円（前年同期比9.2％増）となりました。営業利益は総

合通販事業やソリューション事業での増益などにより2,411百万円（同30.6％増）となる一方、為替相場の変動によ

る利益が前年とは逆にマイナスとなったため、経常損失は1,377百万円（前年同期は経常利益2,369百万円）、親会

社株主に帰属する四半期純損失は1,084百万円（前年同期は四半期純利益1,567百万円）となりました。 

  
セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

〔総合通販事業〕 

衣料品の売上が伸び悩み、売上高は20,442百万円（同0.6％増）となりました。また、セグメント利益は物流費率

の改善などにより1,354百万円（同24.7％増）となりました。 

  

〔専門通販事業〕 

丸長㈱の売上が寄与したことなどで、売上高は9,841百万円（同22.6％増）となりました。また、セグメント利益

は㈱アンファミエの収益改善などで290百万円（同63.2％増）となりました。 

  

〔店舗販売事業〕 

アパレル店舗事業に加えて、和装店舗事業も順調に売上を伸ばしたことで、売上高は3,077百万円（同27.3％増）

となりましたが、セグメント利益は新規に株式取得した㈱マイムの季節要因などにより101百万円の損失（前年同期

はセグメント利益31百万円）となりました。  
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〔ソリューション事業〕 

封入・同送サービス事業に加え、通販代行サービス事業も順調に売上を伸ばし、売上高は1,479百万円（同29.2％

増）、セグメント利益は736百万円（同71.8％増）となりました。 

  

〔ファイナンス事業〕 

国内消費者金融事業の貸付金残高を伸ばしたことにより、売上高は746百万円（同7.9％増）、セグメント利益は

195百万円（同27.9％増）となりました。 

  

〔プロパティ事業〕 

ホテル事業の売上が伸び悩み、売上高は754百万円（同0.2％減）となりましたが、セグメント利益は48百万円

（同62.2％増）となりました。 

  

〔その他の事業〕 

卸売事業などで売上を伸ばし、売上高は1,076百万円（同24.6％増）となりましたが、セグメント利益は27百万円

の損失（前年同期はセグメント利益16百万円）となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 260,000,000 

計 260,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成28年８月12日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 113,184,548 113,184,548 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数  100株

計 113,184,548 113,184,548 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

 平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

－ 113,184,548 － 10,607 － 11,002 
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(7) 【議決権の状況】 

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

① 【発行済株式】 

(注)  「完全議決権株式(その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,700株（議決権の数37個）

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

        平成28年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 15,947,700 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 97,174,700 971,747 － 

単元未満株式 普通株式 62,148 － － 

発行済株式総数   113,184,548 － － 

総株主の議決権 － 971,747 － 
 

    平成28年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ベルーナ 
埼玉県上尾市宮本町 
４番２号 

15,947,700 － 15,947,700 14.10 

計 － 15,947,700 － 15,947,700 14.10 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 19,478 17,000 

    受取手形及び売掛金 9,279 11,070 

    営業貸付金 18,082 18,400 

    有価証券 346 759 

    商品及び製品 15,610 17,318 

    原材料及び貯蔵品 1,220 475 

    販売用不動産 999 3,573 

    仕掛販売用不動産 3,173 5,397 

    繰延税金資産 684 1,134 

    その他 6,417 6,320 

    貸倒引当金 △1,104 △1,095 

    流動資産合計 74,189 80,356 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 21,341 21,969 

      機械装置及び運搬具（純額） 902 877 

      工具、器具及び備品（純額） 378 388 

      土地 35,400 34,877 

      リース資産（純額） 366 342 

      建設仮勘定 1,069 971 

      有形固定資産合計 59,459 59,425 

    無形固定資産     

      のれん 3,231 3,376 

      リース資産 1,612 1,463 

      その他 3,498 3,389 

      無形固定資産合計 8,342 8,228 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 14,561 13,659 

      長期貸付金 1,580 1,476 

      破産更生債権等 239 250 

      繰延税金資産 1,007 1,170 

      その他 1,952 3,663 

      貸倒引当金 △276 △271 

      投資その他の資産合計 19,065 19,949 

    固定資産合計 86,866 87,604 

  資産合計 161,055 167,960 
 

― 8 ―



  

  

  

  

  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 15,633 20,031 

    短期借入金 ※1  8,109 ※1  10,271 

    未払費用 7,880 8,275 

    リース債務 680 664 

    未払法人税等 951 92 

    賞与引当金 569 359 

    返品調整引当金 67 98 

    ポイント引当金 599 620 

    その他 2,936 3,668 

    流動負債合計 37,428 44,081 

  固定負債     

    社債 - 45 

    長期借入金 38,359 38,768 

    利息返還損失引当金 1,048 986 

    リース債務 1,316 1,160 

    退職給付に係る負債 65 63 

    役員退職慰労引当金 252 258 

    資産除去債務 505 507 

    その他 1,433 4,240 

    固定負債合計 42,981 46,030 

  負債合計 80,409 90,111 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 10,607 10,607 

    資本剰余金 11,003 11,003 

    利益剰余金 68,449 66,756 

    自己株式 △9,677 △9,677 

    株主資本合計 80,382 78,689 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 584 138 

    為替換算調整勘定 △811 △1,528 

    退職給付に係る調整累計額 22 20 

    その他の包括利益累計額合計 △204 △1,369 

  非支配株主持分 468 527 

  純資産合計 80,646 77,848 

負債純資産合計 161,055 167,960 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 34,044 37,193 

売上原価 14,528 16,148 

売上総利益 19,516 21,044 

返品調整引当金繰延差額 35 31 

差引売上総利益 19,480 21,013 

販売費及び一般管理費 17,633 18,601 

営業利益 1,846 2,411 

営業外収益     

  受取配当金 89 67 

  為替差益 176 - 

  デリバティブ評価益 246 - 

  その他 284 329 

  営業外収益合計 796 397 

営業外費用     

  支払利息 31 27 

  支払手数料 189 6 

  為替差損 - 326 

  デリバティブ評価損 - 3,773 

  その他 52 52 

  営業外費用合計 273 4,186 

経常利益又は経常損失（△） 2,369 △1,377 

特別利益     

  投資有価証券売却益 31 - 

  特別利益合計 31 - 

特別損失     

  固定資産除却損 - 6 

  減損損失 - 78 

  投資有価証券売却損 - 8 

  特別損失合計 - 93 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

2,401 △1,471 

法人税、住民税及び事業税 663 68 

法人税等調整額 182 △451 

法人税等合計 846 △383 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,554 △1,087 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △12 △2 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△） 

1,567 △1,084 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,554 △1,087 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 96 △445 

  為替換算調整勘定 84 △757 

  退職給付に係る調整額 △3 △1 

  その他の包括利益合計 176 △1,205 

四半期包括利益 1,731 △2,292 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,738 △2,249 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △6 △43 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

 (1) 連結の範囲の重要な変更 

 当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したLABB CAPITAL LLC及び株式を取得した㈱マイムを連結の範囲

に含めております。 

  
(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  
(追加情報) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約等を締結し

ております。これらの契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

  

 ２ 連帯保証債務 

   下記のとおり連帯保証を行っております。 

(注) 金融機関からの借入金に対して連帯保証を行っております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。 

  

  

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額 

13,410百万円 13,410百万円 

借入実行残高 5,050 7,050 

  差引額 8,360 6,360 
 

  
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

㈱守礼（注） 254百万円 247百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

減価償却費 588百万円 625百万円 

のれんの償却額 109 117 
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(株主資本等関係) 

  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

 

決  議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 607百万円     6.25円 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決  議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 607百万円    6.25円 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間の連結消去仕訳32百万円とのれん償却費△109百万円でありま

す。 

２．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益(又はセグメント損失△)の調整額は、セグメント間の連結消去仕訳31百万円とのれん償却費

△117百万円であります。 

２．セグメント利益(又はセグメント損失△)は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

                (単位：百万円) 

  
総合通販 
事業 

専門通販 
事業 

店舗販売
事業 

ソリュー
ション 
事業 

ファイナンス

事業 
プロパティ

事業 
その他の 
事業 

調整額 
(注１) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

売上高                   

  外部顧客への売上高 20,287 8,021 2,417 1,020 692 752 852 ― 34,044 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
34 3 ― 124 ― 3 10 △176 ― 

計 20,321 8,024 2,417 1,145 692 755 863 △176 34,044 

セグメント利益 1,085 178 31 428 152 29 16 △76 1,846 

 

                (単位：百万円) 

  
総合通販 
事業 

専門通販 
事業 

店舗販売
事業 

ソリュー
ション 
事業 

ファイナンス

事業 
プロパティ

事業 
その他の 
事業 

調整額 
(注１) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

売上高                   

  外部顧客への売上高 20,352 9,817 3,077 1,383 746 748 1,066 ― 37,193 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
89 23 ― 95 ― 5 10 △225 ― 

計 20,442 9,841 3,077 1,479 746 754 1,076 △225 37,193 

セグセグメント利益 

(又はセグメント損失△) 
1,354 290 △101 736 195 48 △27 △85 2,411 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

  １株当たり四半期純利益金額 
   又は四半期純損失金額(△) 

16円12銭 △11円16銭 

   (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は 
    親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）  
   （百万円） 

1,567 △1,084 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純利益金額又は 
    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
    四半期純損失金額（△）(百万円) 

1,567 △1,084 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 97,237 97,236 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月12日

株式会社ベルーナ 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベルー

ナの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベルーナ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    山  本    秀    仁    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    関    口    依    里    印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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